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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第23期中 第24期中 第23期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 （千円） 19,561,059 28,720,311 42,574,902

経常利益 （千円） 1,291,618 2,307,194 2,754,428

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 635,765 1,210,470 1,453,346

中間包括利益又は包括利益 （千円） 633,875 1,213,710 1,451,786

純資産額 （千円） 8,748,652 9,589,869 8,610,641

総資産額 （千円） 19,287,895 31,499,434 21,320,955

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 43.66 84.65 100.11

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 43.38 84.26 99.57

自己資本比率 （％） 44.63 29.65 39.50

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 917,570 812,002 1,238,830

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △707,703 △5,290,995 △1,612,847

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 1,029,014 7,730,339 1,051,753

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 8,244,118 10,934,911 7,682,975

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載して

　　　おりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変更は

ありません。

　なお、当中間連結会計期間より、株式会社むすびを完全子会社化し、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　また、当社グループは、「着物・ブランド品等リユース事業」を主要な事業としており、他の事業セグメントの重

要性が乏しいため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(1）経営成績等の状況の概要

①　経営成績の分析

　当社グループは、持続可能な社会の実現のため、二次流通マーケットの活性化を通じて循環型社会の形成に貢

献すべく、業務のDX化やAI技術の活用といったテクノロジーへの積極的な投資と更なるコーポレート・ガバナン

ス体制の強化により、当社グループの持続的な成長を追求し、企業価値の最大化を図っております。

 

　当社グループにおいては、主として出張訪問買取事業である「バイセル」と店舗買取事業である「バイセ

ル」・「総合買取サロン タイムレス」・「Reuse Shop WAKABA」・「ブランドピース」及び「買取むすび」を運

営しており、買取した商品をtoB・toCの各チャネルで販売しております。

 

　出張訪問買取事業の「バイセル」は、「出張訪問数」及び「※出張訪問あたり変動利益」を主要なKPIとしてお

ります。当事業の継続的な成長のために、効率的なマーケティングによる問合せ獲得や顧客資産を活かしたリ

ピートによる訪問の増加等により、更なる事業規模の拡大を目指すとともに、当社グループデータの一元管理、

販売チャネルの拡大及び最適化の推進、ライブコマース等、海外販路の強化により収益性の向上を図ってまいり

ました。

 

　当中間連結会計期間においては、前年の外部要因影響が無くなり、顧客の出張訪問買取の利用ニーズが回復し

たこと、リピート訪問の強化施策が奏功したこと等から出張訪問数は137,015件（前年同期比13.0％増）となり

ました。出張訪問あたり変動利益は、堅調なリユース市場の拡大に伴う同業他社のプロモーション強化等により

オンライン広告を中心に問合せ獲得コストが上昇する動きがあったものの、継続的なイネーブルメントの成果等

により仕入高が前年同期比133％と高水準で推移したことに加えて販売も順調な結果となったことで出張訪問あ

たりの粗利益が増加し、46,561円（前年同期比5.9％増）に向上いたしました。

 

　グループ店舗買取事業は、全国主要都市に店舗を展開する「バイセル」、全国百貨店内に店舗を展開する「総

合買取サロン タイムレス」、FCを中心に200店舗超を展開する「Reuse Shop WAKABA」、高級ブランド品に強み

を持つ買取・販売店舗「ブランドピース」、全国のSC等を中心に買取店舗を展開する「買取むすび」において、

グループ内での相互送客やマーケティング、採用・人材戦略、各種データ統合によるグループシナジーを有効活

用することにより、グループ店舗展開を推進し、出張訪問買取と差別化した買取チャネルの強化を図ってまいり

ました。これらの結果、2024年６月末時点でのグループ店舗数は356店となりました（内、WAKABAのFC店舗数は

216店）。

 
　これらの結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高28,720百万円（前年同期比46.8％増）、営業利益

2,420百万円（前年同期比84.2％増）、経常利益2,307百万円（前年同期比78.6％増）、親会社株主に帰属する中

間純利益1,210百万円（前年同期比90.4％増）となりました。

 

※出張訪問あたり変動利益＝１訪問あたりの売上総利益－１訪問の獲得に投下した広告宣伝費
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②　財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて5,633百万円増加し、19,050百万円（前期末

比42.0％増）となりました。これは主に、借入による現金及び預金の増加3,246百万円、仕入が好調に推移した

ことと下期に向けた在庫の確保、また株式会社むすびの連結子会社化等の影響による商品の増加2,108百万円に

よるものであります。

　当中間連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末に比べて4,544百万円増加し、12,448百万円（前期末

比57.5％増）となりました。これは主に、株式会社むすびの株式取得等によるのれんの増加3,819百万円、株式

会社むすびの連結子会社化及び新店舗開設による有形固定資産の増加344百万円、投資その他資産のその他の増

加286百万円、自社システムの開発等による無形固定資産のその他の増加231百万円によるものであります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて3,805百万円増加し、10,965百万円（前期末

比53.1％増）となりました。これは主に、未払法人税等の増加388百万円、運転資金としての短期借入金の増加

1,500百万円、株式会社むすびの株式取得等による１年内返済予定の長期借入金の増加1,496百万円、流動負債の

その他の増加314百万円によるものであります。

　当中間連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末に比べて5,394百万円増加し、10,944百万円（前期末

比97.2％増）となりました。これは主に、長期借入金の増加5,479百万円によるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて979百万円増加し、9,589百万円（前期末比

11.4％増）となりました。これは主に、剰余金の配当による利益剰余金の減少357百万円の一方で、親会社株主

に帰属する中間純利益の計上による利益剰余金の増加1,210百万円によるものであります。

 

③　キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて3,251百万円増加し、

10,934百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、812百万円の収入（前年同期は917百万円

の収入）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益2,307百万円の計上や法人税等の支出638百万円、

減価償却費257百万円、のれん償却249百万円、棚卸資産の増加による資金の減少1,563百万円があったためであ

ります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、5,290百万円の支出（前年同期は707百万

円の支出）となりました。これは主に、新店舗開設等に伴う有形固定資産の取得による支出193百万円、自社シ

ステムの開発に伴う無形固定資産の取得による支出374百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出4,669百万円等があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、7,730百万円の収入（前年同期は1,029百

万円の収入）となりました。これは主に、短期借入れによる収入1,500百万円、長期借入れによる収入8,300百万

円、長期借入金の約定返済による支出1,688百万円、及び配当金の支払による支出357百万円によるものです。
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(2）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はありませ

ん。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）従業員の状況

　当中間連結会計期間において、事業規模の拡大に伴い新卒を中心とした採用により当社グループの従業員数は

331名増加しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間に当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、株式会社むすびの株式を取得し、同社を

完全子会社化することについて決議しました。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、2024年３月15日に当該株式を

取得しました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 14,613,820 14,614,300
東京証券取引所

グロース市場

単元株式数

100株

計 14,613,820 14,614,300 － －

（注）提出日現在の発行数には、2024年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第10回新株予約権

決議年月日 2024年４月15日

付与対象者の区分及び人数　※

当社取締役　３名

当社従業員　８名

子会社取締役　１名

子会社従業員　１名

新株予約権の数（個）　※ 2,550

新株予約権の目的となる株式の

種類、内容及び数（株）　※
普通株式　255,000　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額

（円）　※
2,658　（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2027年４月１日～2030年３月31日

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）　※

発行価格　　　2,658

資本組入額　　1,329

新株予約権の行使の条件　※

①　新株予約権者は、2025年12月期から2028年12月期までのいずれかの事業年度にか

かる、当社の有価証券報告書における連結損益計算書（連結財務諸表を作成して

いない場合は損益計算書）に記載された営業利益が、一度でも次に掲げる各金額

を超過した場合に限り、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、

それぞれ定められた割合までの個数を行使することができる。なお、国際財務報

告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合に

は、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定め

るものとする。

（ⅰ）65億円を超過した場合：50％

（ⅱ）80億円を超過した場合：100％

②　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会

社の取締役、監査役、従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任

若しくは定年退職の場合、または、その他正当な理由があると取締役会が認めた

場合は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株

式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな

い。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項

※
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項　※
（注）３

　※　新株予約権証券の発行時(2024年５月20日)における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
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また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数
 

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３．(3）に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8）新株予約権の取得事由及び条件

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株

主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定

める日の到来をもって、本新株予約権の発行価額と同額で本新株予約権を取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(9）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年４月19日

（注）１
13,500 14,599,140 19,845 887,218 19,845 847,218

2024年１月１日～

2024年６月30日

（注）２

14,680 14,613,820 10,120 897,338 10,120 857,338

（注）１. 2024年４月19日付で譲渡制限付株式報酬としての新株式発行により、発行済株式総数が13,500株増加してお

ります。

２. 新株予約権の権利行使による増加であります。

３．2024年７月１日から2024年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が480株増加、

資本金が60千円、資本準備金が60千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

吉村英毅・ミダスA投資事業有限責

任組合
東京都港区赤坂８-１１-３７ 6,012,300 42.01

ミダス第２号投資事業有限責任組合 東京都港区赤坂８-１１-３７ 2,342,765 16.37

岩田　匡平 東京都千代田区 1,013,000 7.08

大石　崇徳 東京都港区 800,000 5.59

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）

東京都中央区晴海１-８-１２

 
597,000 4.17

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE NON

TREATY CLIENTS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３-１１-１）

405,800 2.84

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 389,700 2.72

吉村　英毅 東京都港区 284,235 1.99

Goldman Sachs Bank Europe

SE,Luxembourg Branch

(常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社）

32-40 Boulevard Grande-Duchesse

Charlotte,Luxembourg

（東京都港区虎ノ門２－６－１）

283,800 1.98

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A2BB UNITED KINGDOM
193,481 1.35

計 － 12,322,081 86.10
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 303,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,303,200 143,032

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 7,520 － －

発行済株式総数  14,613,820 － －

総株主の議決権  － 143,032 －

 

②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株式

数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

株式会社BuySell

Technologies

東京都新宿区四谷

四丁目28番8号

PALTビル

303,100 - 303,100 2.07

計 － 303,100 - 303,100 2.07

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、連結財務諸表規則第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,756,246 11,003,222

売掛金 493,210 785,059

商品 4,543,362 6,651,528

その他 633,702 620,495

貸倒引当金 △9,680 △9,490

流動資産合計 13,416,841 19,050,814

固定資産   

有形固定資産 1,148,438 1,493,068

無形固定資産   

のれん 3,599,426 7,418,467

顧客関連資産 1,031,311 893,803

その他 1,065,100 1,297,012

無形固定資産合計 5,695,837 9,609,282

投資その他の資産   

その他 1,077,417 1,363,847

貸倒引当金 △17,579 △17,579

投資その他の資産合計 1,059,838 1,346,268

固定資産合計 7,904,113 12,448,619

資産合計 21,320,955 31,499,434

負債の部   

流動負債   

買掛金 78,242 164,709

短期借入金 ※１ 150,000 ※１ 1,650,000

１年内償還予定の社債 86,000 90,000

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 2,673,094 ※２ 4,169,929

未払法人税等 818,262 1,206,621

賞与引当金 308,003 323,288

その他 3,046,475 3,360,640

流動負債合計 7,160,077 10,965,189

固定負債   

社債 125,000 78,000

長期借入金 ※２ 5,034,217 ※２ 10,513,613

資産除去債務 160,982 177,734

その他 230,037 175,027

固定負債合計 5,550,236 10,944,375

負債合計 12,710,314 21,909,564

純資産の部   

株主資本   

資本金 867,373 897,338

資本剰余金 2,521,553 2,551,518

利益剰余金 6,038,011 6,891,344

自己株式 △1,005,528 △1,005,528

株主資本合計 8,421,409 9,334,673

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 150 3,390

その他の包括利益累計額合計 150 3,390

新株予約権 189,081 251,806

純資産合計 8,610,641 9,589,869

負債純資産合計 21,320,955 31,499,434

 

EDINET提出書類

株式会社ＢｕｙＳｅｌｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ(E35116)

半期報告書

13/29



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 19,561,059 28,720,311

売上原価 8,111,196 13,390,346

売上総利益 11,449,862 15,329,964

販売費及び一般管理費 ※ 10,136,091 ※ 12,909,869

営業利益 1,313,771 2,420,094

営業外収益   

受取利息及び配当金 31 319

受取補償金 - 15,000

その他 4,454 4,732

営業外収益合計 4,486 20,051

営業外費用   

支払利息 13,381 45,169

社債利息 505 388

支払手数料 5,602 86,542

その他 7,148 851

営業外費用合計 26,639 132,951

経常利益 1,291,618 2,307,194

税金等調整前中間純利益 1,291,618 2,307,194

法人税、住民税及び事業税 734,012 1,130,948

法人税等調整額 △78,159 △34,224

法人税等合計 655,853 1,096,724

中間純利益 635,765 1,210,470

親会社株主に帰属する中間純利益 635,765 1,210,470
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【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 635,765 1,210,470

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,890 3,240

その他の包括利益合計 △1,890 3,240

中間包括利益 633,875 1,213,710

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 633,875 1,213,710
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,291,618 2,307,194

減価償却費 185,260 257,769

のれん償却額 180,946 249,270

顧客関連資産償却額 137,508 137,508

支払手数料 5,602 86,542

株式報酬費用 70,411 109,590

貸倒引当金の増減額（△は減少） 709 △190

賞与引当金の増減額（△は減少） 170,812 13,661

受取利息及び受取配当金 △31 △319

支払利息及び社債利息 13,887 45,557

受取補償金 - △15,000

売上債権の増減額（△は増加） △87,145 △271,678

棚卸資産の増減額（△は増加） △60,681 △1,563,032

前払費用の増減額（△は増加） △14,589 △77,161

仕入債務の増減額（△は減少） 75,799 86,236

未払金の増減額（△は減少） 85,496 △12,066

未払費用の増減額（△は減少） 109,385 120,109

契約負債の増減額（△は減少） △27,959 58,190

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少）
△10,188 23,373

未払消費税等の増減額（△は減少） △125,054 △67,557

その他 △35,375 8,762

小計 1,966,413 1,496,761

利息及び配当金の受取額 31 319

利息の支払額 △14,895 △53,671

補償金の受取額 - 7,500

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,033,979 △638,906

営業活動によるキャッシュ・フロー 917,570 812,002

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △311,767 △193,224

無形固定資産の取得による支出 △289,908 △374,936

敷金及び保証金の差入による支出 △109,316 △86,005

敷金及び保証金の回収による収入 3,803 18,201

資産除去債務の履行による支出 △514 △2,753

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- △4,669,476

その他 - 17,198

投資活動によるキャッシュ・フロー △707,703 △5,290,995

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 - 1,500,000

長期借入れによる収入 2,192,300 8,300,000

長期借入金の返済による支出 △805,446 △1,688,817

社債の償還による支出 △83,000 △43,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 9,287 15,413

新株予約権の発行による収入 7,260 3,825

配当金の支払額 △291,387 △357,081

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,029,014 7,730,339

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,238,880 3,251,347

現金及び現金同等物の期首残高 7,005,237 7,683,564

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 8,244,118 ※ 10,934,911
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

2024年３月15日付で株式会社むすびの株式を取得したことにより、株式会社むすびを当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　当座貸越契約

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行及び取引金庫１庫と当座貸越契約

を締結しております。これらの契約に基づく当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

当座貸越極度額の総額 350,000千円 1,850,000千円

借入実行残高 150,000 〃 1,650,000 〃

差引額 200,000 〃 200,000 〃

 
※２　財務制限条項

(1) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち495,000千円（2020年10月28日付シンジケート

ローン契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2021年12月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を直前

の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

②　2021年12月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における

連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守

に関する最初の判定は、2022年12月決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。

(2) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち900,000千円（2022年６月30日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2022年12月期決算を初回とし、以降各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上における純資産

の部の金額を、直前の事業年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上とするこ

と。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、2022年12月期を初回とし、以降の決

算期につき２期連続して損失とならないようにすること。

(3) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち300,000千円（2022年７月８日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2022年12月決算期以降、各年度の決算日における当社及び連結の貸借対照表に示される純資産の部の金

額を、2021年12月決算期または当該決算期の直前の決算日における貸借対照表に示される純資産の部の金

額のいずれか大きいほうの75％以上とすること。

②　各年度の決算期における当社及び連結の損益計算書に示される経常損益が、2022年12月期を初回とし、

以降の決算期につき２期連続して損失とならないようにすること。

(4) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち125,000千円（2022年７月15日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2022年12月期決算を初回とし、以降各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上における純資産

の部の金額を、直前の事業年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上とするこ

と。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、2022年12月期を初回とし、以降の決

算期につき２期連続して損失とならないようにすること。
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(5) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち400,000千円（2023年６月30日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2023年12月決算期以降、各年度の決算日における当社及び連結の貸借対照表上に示される純資産の部の

金額を、2022年12月決算期または当該決算期の直前の決算日における貸借対照表に示される純資産の部の

金額のいずれか大きい方の75％以上とすること。

②　各年度の決算期における当社及び連結の損益計算書に示される経常損益が、2023年12月期を初回とし、

以降の決算期につき２期連続して損失とならないようにすること。

(6) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち425,000千円（2023年７月31日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2023年12月期決算を初回とし、以降各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上における純資産

の部の金額を、直前の事業年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上とするこ

と。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、2023年12月期を初回とし、以降の決

算期につき２期連続して損失とならないようにすること。

(7) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち449,960千円（2023年12月18日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2023年12月決算期以降、各年度の決算日における連結の貸借対照表上に示される純資産の部の金額を、

2022年12月決算期または当該決算期の直前の決算日における貸借対照表に示される純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の75％以上とすること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、2023年12月期を初回とし、以降の決

算期につき２期連続して損失とならないようにすること。

(8) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち4,436,000千円（2024年３月８日付金銭消費貸

借契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2023年12月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を直前

の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

②　2023年12月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における

連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守

に関する最初の判定は、2024年12月決算期およびその直前の期の決算を対象として行われる。

(9) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち500,000千円（2024年６月28日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

①　2024年12月決算期以降、各年度の決算日における当社及び連結の貸借対照表に示される純資産の部の金

額を、2023年12月決算期または当該決算期の直前の決算日における貸借対照表に示される純資産の部の金

額のいずれか大きいほうの75％以上とすること。

②　各年度の決算期における当社及び連結の損益計算書に示される経常損益が、2024年12月期を初回とし、

以降の決算期につき２期連続して損失とならないようにすること。

(10) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち55,222千円（2022年３月９日付金銭消費貸借

契約）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

株式会社フォーナインにおいて、下記のいずれかの条項に該当した場合、銀行取引約定書における期限の

利益の喪失条項の適用は妨げられないものとされ、その債務全額を返済する可能性があります。

①　２期連続当期赤字

②　債務超過

③　その他貸付人が取引条件の見直しを必要と認める客観的な事由が生じた場合。

(11) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）のうち2,684千円（2020年１月31日付金銭消費貸借約

定書）の中には、以下の財務制限条項が付されております。

株式会社フォーナインにおいて、下記のいずれかの条項に該当した場合、銀行取引約定書における期限の

利益の喪失条項の適用は妨げられないものとされ、その債務全額を返済する可能性があります。

①　インタレストカバレッジレシオ１以下

②　２期連続当期赤字

③　債務超過

④　その他貸付人が取引条件の見直しを必要と認める客観的な事由が生じた場合。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日

　　至　2023年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年６月30日）

広告宣伝費 3,058,651千円 3,667,884千円

給料及び手当 2,370,577 〃 3,105,989 〃

賞与引当金繰入額 237,369 〃 327,468 〃

貸倒引当金繰入額 866 〃 △34 〃

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

現金及び預金 8,232,207千円 11,003,222千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 〃 △75,018 〃

預け金（流動資産その他） 11,910 〃 6,707 〃

現金及び現金同等物 8,244,118 〃 10,934,911 〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月23日

定時株主総会
普通株式 290,932 20.00 2022年12月31日 2023年３月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　　当中間連結会計期間において、譲渡制限付株式報酬の付与及び新株予約権の権利行使による新株発行によ

り、資本金が56,803千円、資本準備金が56,803千円増加し、当中間連結会計期間末において資本金が867,073

千円、資本剰余金が2,521,253千円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月22日

定時株主総会
普通株式 357,137 25.00 2023年12月31日 2024年３月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

　当社グループは、「着物・ブランド品等リユース事業」を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要

性が乏しいため、セグメント別の記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

　当社グループは、「着物・ブランド品等リユース事業」を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要

性が乏しいため、セグメント別の記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社は、2024年２月14日開催の取締役会決議に基づき、株式会社むすび（以下、「むすび社」といいます。）

の全株式を取得し、同社を完全子会社化いたしました。

 

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社むすび

事業の内容 ブランド品・貴金属等のリユース事業(「買取むすび」の運営)

 

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループは「人を超え、時を超え、たいせつなものをつなぐ架け橋となる。」をミッションとし、買

取・販売の循環を実現する総合リユースサービスを提供しております。当社の運営する出張訪問買取サービ

ス「バイセル」のほか、買取店舗の「バイセル」の出店を強化しております。またM＆Aにより、日本全国の

百貨店内に「総合買取サロン タイムレス」を展開する株式会社タイムレス、FC店舗を中心に「Reuse Shop

WAKABA」を運営する株式会社フォーナイン、高級ブランド品の買取・販売に強みを持つ「ブランドピース」

を運営する株式会社日創がグループに加わり、グループ店舗数は356（2024年６月末現在）と急拡大をして

おります。引き続き多様な買取・販売チャネルの拡充およびグループ企業間のシナジー効果による企業価値

の向上を目指してまいります。

むすび社は、2017年に設立され、ブランドバッグや時計、ジュエリー・貴金属など様々な商品の買取りを

行う買取店舗「買取むすび」を全国に59店舗展開しております（2024年６月現在）。大規模ショッピング

モール等の商業施設への出店を中心とした店舗開発と充実した人材育成プログラムの効果によるリピート顧

客の獲得等を強みとして業容を拡大してまいりました。

この度のむすび社の株式取得については、当社グループの買取チャネルの強化、グループ店舗の連携によ

る展開エリアや店舗数の拡大を図るとともに、当社によるマーケティング支援等により、むすび社の更なる

規模拡大を目指してまいります。

 

(3) 企業結合日

2024年３月15日（現金を対価とする株式取得日）

2024年３月31日（みなし取得日）

 

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

(5) 企業結合後の名称

変更ありません。

 

(6) 取得した議決権比率

企業結合直前に所有する議決権比率 - ％

現金対価により取得する議決権比率 100 ％

取得後の議決権比率 100 ％

 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、むすび社の議決権を100％取得し、完全子会社化したことによるものでありま

す。

 

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年４月１日から2024年６月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金 4,500,000千円

取得原価 4,500,000千円
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４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬手数料等　80,313千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

4,068,311千円

 

(2) 発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

 

(3) 償却方法及び償却期間

その効果が発現すると見積もられる期間（17年間）にわたり均等償却することとしております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは着物・ブランド品等リユース事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分　

解した情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日

至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　2024年１月１日

至　2024年６月30日）

企業向け商品売上高 15,592,363 22,786,843

個人向け商品売上高 3,321,325 5,210,362

その他売上高 647,371 723,106

顧客との契約から認識した収益 19,561,059 28,720,311

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 19,561,059 28,720,311

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

(1）１株当たり中間純利益 43円66銭 84円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 635,765 1,210,470

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
635,765 1,210,470

普通株式の期中平均株式数（株） 14,561,279 14,299,432

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 43円38銭 84円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 93,855 65,989

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

2023年２月13日取締役会決議

による第９回新株予約権

新株予約権の数　660個

（普通株式　　66,000株）

2021年６月15日取締役会決議

による第８回新株予約権

新株予約権の数　780個

（普通株式　　78,000株）

 

2023年２月13日取締役会決議

による第９回新株予約権

新株予約権の数　570個

（普通株式　　57,000株）
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（重要な後発事象）

（株式の取得及び簡易株式交換によるレクストホールディングス株式会社の完全子会社化）

　当社は、2024年８月14日開催の取締役会において、以下のとおりレクストホールディングス株式会社（以下

「レクストHD社」）の発行済株式の一部を取得（以下「本株式取得」）するとともに、当社を株式交換完全親会

社、レクストHD社を株式交換完全子会社とする簡易株式交換（以下「本株式交換」）を実施することを決議いた

しました。

　また、レクストHD社は複数の事業子会社等を傘下に収める純粋持株会社であり、主要事業であるリユース事業

を運営する子会社のほか、不動産その他事業を運営する子会社等を展開しておりますが、本株式取得及び本株式

交換に先立ち、会社分割により不動産その他事業を切り離し、会社分割後のリユース事業に関連する子会社のみ

を傘下とする持株会社を当社が完全子会社化する予定です。

 

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 レクストホールディングス株式会社

事業の内容 グループ会社全体の経営管理並びにこれに付帯する業務

 

(2) 企業結合を行う主な理由

　当社グループは「人を超え、時を超え、たいせつなものをつなぐ架け橋となる。」をミッションとし、買

取・販売の循環を実現する総合リユースサービスを提供しております。当社の運営する国内最大級の出張訪

問買取サービス「バイセル」のほか、買取店舗の「バイセル」の出店を強化しております。また、積極的な

M＆Aの実施により、日本全国の百貨店内に「総合買取サロン タイムレス」を運営する株式会社タイムレス、

FC店舗を中心に「Reuse Shop WAKABA」を運営する株式会社フォーナイン、高級ブランド品の買取・販売に強

みを持つ「ブランドピース」を運営する株式会社日創、大規模ショッピングモール等の商業施設を中心に

「買取むすび」を運営する株式会社むすびを子会社化しており、子会社４社を含む５ブランドの買取店舗を

全国で356店展開（2024年６月末現在）しております。引き続き多様な買取・販売チャネルの拡充及びグルー

プ企業間のシナジー効果による企業価値の向上を目指してまいります。

　本株式取得及び本株式交換の対象となる会社分割後のレクストHD社は、リユース事業における中核子会社

となる株式会社REGATE（リゲート）（以下「REGATE社」）及び骨董・古美術の買取査定を中心とする株式会

社日晃堂に加え、コールセンターやロジスティクス、マーケティング等のリユース事業の展開に必要となる

機能子会社５社の計７社の子会社を展開しております。このうち、リユース事業の中核子会社であるREGATE

社は、「買取福ちゃん（FUKU CHAN）」のサービスブランドで、主に着物・切手・ブランドバック・ジュエ

リー等の出張訪問買取事業及び店舗買取事業（2024年６月末現在：18店舗）を運営しており、人員の拡充、

TVCM等への積極的なプロモーションの実施による認知度の向上等により出張訪問買取事業を中心に事業成長

を実現しております。

　この度のレクストHD社の株式取得については、当社及びレクストHD社のグループ企業が持つ経営資源を有

効活用・連携することで、約66兆円と推定される日本国内の「かくれ資産」へのアプローチを一層強化して

いく方針です（注）。これにより出張訪問買取事業の競争優位性をより強固なものとし、バイセルグループ

として更なる成長を促進していくため、同社と株式譲渡契約及び株式交換契約を締結し、完全子会社化する

ことといたしました。

　（注）出典：株式会社メルカリ・ニッセイ基礎研究所監修、2023年11月15日付「2023年版 日本の家庭に眠る“かくれ資産”調

査」

 

(3) 企業結合日

2024年８月14日（株式取得・株式交換承認取締役会決議日）

2024年８月中旬予定（株式譲渡契約・株式交換契約締結日）

2024年10月１日予定（株式譲渡実行日）

2024年10月８日予定（株式交換日）

 

(4) 企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式取得及び当社を完全親会社、レクストHD社を完全子会社とする簡易株式交換。

 

(5) 企業結合後の名称

　変更ありません。
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(6) 取得する議決権比率

企業結合直前に所有する議決権比率 - ％

現金対価により取得する議決権比率 88.5 ％

簡易株式交換により取得する議決権比率 11.5 ％

取得後の議決権比率 100.0 ％

 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金及び簡易株式交換により、レクストHD社の議決権を100％取得し、完全子会社化することによる

ものであります。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金 8,200,030千円

　　　　　　株式交換により交付する当社の自己株式 1,072,170千円

取得原価 9,272,200千円

 

３．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数

（1）株式の種類別の交換比率

 
株式会社BuySell Technologies

（株式交換完全親会社）

レクストホールディングス株式会社

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 １ 297

本株式交換により交付する株式数 当社普通株式：297,000株

（注）１.株式の割当比率

　レクストHD社普通株式１株に対して、当社の普通株式297株を本株式取得実行後のレクストHD社の株

主である多田茂雄氏及び十河良寿氏に割当交付します。ただし、効力発生日（2024年10月８日予定）

の直前時点において当社が保有するレクストHD社普通株式については、本株式交換による株式の割当

交付は行いません。

２.本株式交換により交付する当社の普通株式数

　本株式交換に際して、当社の普通株式297,000株を割当交付する予定です。当社が交付する株式につ

いては、当社の保有する自己株式297,000株（2024年６月30日現在の保有自己株数：303,129株）を割

り当てる予定であり、当社が新たに株式を発行することは予定しておりません。

 

（2）株式交換比率の算定方法

　当社の株式価値については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、また、市場株価は日々

変動することから、一時点の株価終値だけではなく過去の平均株価も考慮するため、市場株価平均法（算定

基準日は2024年７月31日とし、算定基準日までの直近３ヶ月間の各取引日の終値の単純平均値）により１株

あたり3,610円を採用することにいたしました。なお、算定基準日の株価終値は4,050円です。

　これに対し、非上場会社であるレクストHD社の株式価値については、公平性及び妥当性を確保するため、

独立した第三者機関である太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社に算定を依頼し、算定書に記載

された算定結果のレンジ内（940,069円～1,284,642円）で当事者間において慎重に協議の上、１株あたり

1,070,500円としました。

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

　アドバイザリー費用等：40,000千円（概算）

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　現時点では確定しておりません。

 

７．取得原価の配分

　識別可能資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であるため、取得原価の配分が完了しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年８月14日

株式会社BuySell Technologies

取締役会　御中

 

三優監査法人

東京事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 玉井　信彦

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　覚

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社BuySell

Technologiesの2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年

６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社BuySell Technologies及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

強調事項

　重要な後発事象（株式の取得及び簡易株式交換によるレクストホールディングス株式会社の完全子会社化）に記載され

ているとおり、会社は、2024年8月14日開催の取締役会において、株式の取得及び簡易株式交換による完全子会社化につ

いて決議している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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